
　　　　貸　借　対　照　表

　　　　　　 平成２０年３月３１日　現在　

　　　　　　　　　単位：円

　　　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部 　　　　　　負　　　　債　　　　の　　　　部

科　　　目 金　　　　　　　　額 科　　　目 金　　　　　　　額

流　動　資　産 742,207,233 流　動　負　債 694,150,451

現金及び預金 86,891,585 支払手形 506,208,944

受取手形 214,645,211 買掛金 128,943,318

売掛金 271,326,789 未払金 17,806,223

商品 14,359,258 未払費用 6,585,310

未収収益 666,667 前受金 244,500

未収入金 6,783,018 未払消費税 4,495,100

仮払金 259 未払法人税等 21,649,156

預け金 162,093,446 未払事業税等 5,717,900

貸倒引当金 △ 14,559,000 未払役員賞与 2,500,000

固　定　資　産 225,068,400 固　定　負　債 4,498,071

　有形固定資産 209,436,915 預り保証金 81,571

建物 48,169,251 預り敷金 2,291,000

建物附属設備 1,655,915 役員退職慰労引当金 2,125,500

造作 329,243

機械及び装置 35,175,717

車輌運搬具 166,802

器具及び備品 7,283,017 　　負　債　合　計 698,648,522

容器 20,407,218

少額償却資産 843,752

土地 95,406,000

　　　　　純　　　資　　　産　　　の　　　部

　無形固定資産 1,339,360 Ⅰ株主資本 268,626,532

電 話 加 入 権 1,339,360 　１．資本金 50,000,000

　２．資本剰余金 128,341,304

　　　・資本準備金 128,341,304

　　　・その他資本剰余金

　３．利益剰余金 90,285,228

  投　資　等 14,292,125 　　　・利益準備金 2,800,000

投資有価証券 1,901,125 　　　・その他利益剰余金 87,485,228

子会社株式 10,000,000

差入保証金 50,000

敷金等 1,491,000 　　　　　繰越利益剰余金 87,485,228

繰延税金資産 850,000

Ⅱ評価・換算差額等 579

　１．その他有価証券評価差額金 579

　　　純　資　産　合　計 268,627,111

　　資　産　合　計 967,275,633 　　負債及び純資産合計 967,275,633

　（注）有形固定資産の減価償却累計額　　２８３，２９５，７３９円　



 　 　　　　    　損　益　計　算　書

　　　　　　　 　　　　　　自　平成１９年　４月　１日

　　　　 　　　　　　　　　至　平成２０年　３月３１日　　　　　　　

   　　単位：円

　　　　科　　　　目                   金　　　　　　額

　　売　　上　　高 1,864,569,747

　　　　商　品　売　上　高 1,780,003,306

　　　　業 務 受 託 料 収 入 84,566,441

　　　　売　　上　　原　　価 1,372,682,236

　　　　（期首商品棚卸高） 23,226,280

　　　　（当期仕入高） 1,365,291,764

　　　　（仕入割戻し高） 1,476,550

　　　　（期末商品棚卸高） 14,359,258

　　　　売　上　総　利　益 491,887,511

　　　　販売費及び一般管理費 411,286,013

　　営　業　利　益 80,601,498

　　営　業　外　収　益 8,708,780

　　　　受取利息及び配当金 1,278,545

　　　　賃貸料 6,826,440

　　　　雑収入 603,795

　　営　業　外　費　用 532,723

　　　　手形売却損 45,628

　　　　雑損失 487,095

　　経　常　利　益 88,777,555

　　特　別　利　益 761,088

　　　　有価証券等売却益 761,088

　　特　別　損　失 1,196,285

　　　　固定資産除却損 101,225

　　　　役員退職慰労引当金繰入 927,000

　　　　その他特別損失 168,060

　　税引前当期純利益 88,342,358

　　　　法人税、住民税及び事業税 42,351,762

　 　　　　法人税等調整額 △ 850,000

　　当期純利益 46,840,596

　（注）１株あたりの当期純利益　　４６，８４０円５９銭　　



個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針

　　貸借対照表および損益計算書の作成にあたって採用した重要な会計処理の原則

　　および手続きは、次のとおりであります。

　１．資産の評価基準および評価方法

　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　①子会社株式・関連会社株式 移動平均法による原価法

　　　　②その他の有価証券

　　　　　　　時価のある有価証券 決算期末日の市場価格に基づく時価法

　　　　　(評価差額は全部純資産直入法で処理しております。）

　　　　　　　時価のない有価証券 移動平均法による原価法

　　（２）たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　　商品　 移動平均法による原価法

　２．固定資産の減価償却方法

　　　　有形固定資産 定率法

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を

除く）は定額法

　　　　無形固定資産 定額法

のれんについては、５年間で均等償却しております。

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

　３．引当金の計上方法

　　　　役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を

見込み計上しております。

　　　　貸倒引当金 売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については法定繰入率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

　４．収益及び費用の計上基準

（１）収益については実現主義により認識し、費用については発生主義

　 　により認識しております。

（２）商品は出荷基準、工事等物件については検収基準を採用して

　　 おります。

　５．その他重要な会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用して

おります。

　［会計方針の変更］

　　<有形固定資産の減価償却の方法>

　　　法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律 平成１９年３月３０日 法律第６号 及び 法人税法

　　　施行令の一部を改正する政令 平成１９年３月３０日 政令第８３号）に伴い、当事業年度より、平成１９年

　　　４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更

　　　しております。この変更に伴い、従来と比べ営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ

　　　１，０６５千円減少しております。

　　　また、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価

　　　償却の方法の適用により取得原価の５％に達した事業年度の翌事業年度より、取得価格の５％と備忘

　　　価額との差額を５年間で均等償却する方法に変更しております。この変更に伴い、従来と比べ営業利益、

　　　経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ５９０千円減少しております。

　　<役員退職慰労引当金>

　　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく会計年度末における要支給見込額のうち、当事業

　　　年度会計期間において発生していると認められる額を計上しております。

　　　役員退職慰労引当金は、従来、支給時の費用として処理しておりましたが、当事業年度より「租税特別



　　　措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の

　　　取扱い」（日本公認会計士協会　平成１９年４月１３日　監査・保証実務委員会報告第４２号）を適用し、

　　　当事業年度会計期間末において発生していると認められる額を、役員退職慰労引当金として計上する

　　　方法に変更しております。この変更に伴い、過年度相当額３，３８７千円は特別損失に、当事業年度発生額

　　　１，６９３千円は販売費及び一般管理費に計上しております。この結果、従来と比べ営業利益及び経常利益

　　　は１，６９３千円、税引前当期純利益は５，０８０千円、それぞれ減少しております。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記事項

　１．関係会社に対する債権 短期金銭債権 4,577,491 円

長期金銭債権 　　　　　‐ 円

　　　関係会社に対する債務 短期金銭債務 445,041,670 円

長期金銭債務 　　　　　‐ 円

　２．有形固定資産の減価償却累計額 283,295,739 円

Ⅲ 損益計算書に関する注記事項

　　　関係会社との取引高 売上高 66,753,839 円

仕入高 849,176,228 円

その他営業取引 231,644,426 円

 営業取引以外の取引高 6,452,540 円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記事項

　１．当該事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 1,000 株

　２．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　　　①配当金支払額

　　　②基準日が当事業年度中に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期となるもの

Ⅴ リースにより使用する固定資産に関する注記事項

　　　貸借対照表に計上した固定資産の他、ガスの供給設備及び車輌運搬具並びに

　　　電子計算機の一部についてはリース契約により使用しております。

リース契約残高 29,204,535 円

Ⅵ 一株あたり情報に関する注記事項

　　　１株当たりの純資産額 ２６８，６２７円１１ 銭

　　　１株当たりの当期純利益 ４６，８４０円５９ 銭

Ⅶ　税効果会計

（税効果会計関係）

　　１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　役員退職慰労引当金繰入損金算入額 850,000 円

　　２．法定実効税率 流動 40.0 ％

固定 40.0 ％

決　　議 株式の種類 配当金の総額
一株あたりの
配当額

基　準　日 効力発効日

平成１９年６月２３日
定時株主総会 普通株式 14,000,000円 14，000円

基　準　日 効力発効日

平成19年3月31日 平成19年6月24日

平成20年3月31日 平成20年6月25日

決　　議 株式の種類

平成２０年６月２４日
定時株主総会 普通株式 15,000,000円 15，000円

配当金の総額
一株あたりの
配当額
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